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（単位：千円）

金　　　　額 金　　　　額

（資産の部） （負債の部）

流動資産 2,839,054 流動負債 1,431,629

現金及び預金 1,941,843 未払金 1,208,868

未収運賃 152,901 未払費用 20,569

未収金 517,604 未払法人税等 4,660

貯蔵品 191,311 預り金 35,260

前払費用 34,732 前受運賃 120,266

その他流動資産 661 賞与引当金 40,202

その他流動負債 1,802

固定資産 5,111,934 固定負債 1,287,826

鉄道事業固定資産 4,965,762 長期借入金 1,000,000

　有形固定資産 4,384,208 退職給付引当金 137,857

　無形固定資産 225,754 特別修繕引当金 149,968

　建設仮勘定 355,800

投資その他の資産 146,171

　長期前払費用 146,171

2,719,456

（純資産の部）

株主資本 5,231,532

資本金 100,000

資本剰余金 32,539,900

　資本準備金 32,539,900

利益剰余金 △ 27,408,367

  その他利益剰余金 △ 27,408,367

　　繰越利益剰余金 △ 27,408,367

5,231,532

7,950,989 7,950,989

負　債　合　計

純　資　産　合　計

資　産　合　計 負債・純資産合計

貸　借　対　照　表
（令和７年３月３１日現在）

科　　　　　　　目 科　　　　　目



鉄道事業

営業収益

旅客運輸収入 2,870,962

鉄道線路使用料収入 49,344

運輸雑収 89,168 3,009,475

営業費

運送費 1,889,519

一般管理費 281,885

諸税 137,552

減価償却費 252,186 2,561,144

営業利益 448,330

営業外収益

受取利息 948

その他 1,429 2,378

営業外費用

支払利息 1,875

その他 15,001 16,877

経常利益 433,831

特別利益

補助金収入 472,585

資産受贈益 38,900 511,485

特別損失

固定資産圧縮損 472,585 472,585

税引前当期純利益 472,731

法人税、住民税及び事業税等 4,660

当期純利益 468,071

　（単位:千円）

損　益　計　算　書
（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）



（単位：千円）

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 100,000 32,539,900 △ 27,876,438 4,763,461 4,763,461

当期変動額

　当期純利益 468,071 468,071 468,071

当期末残高 100,000 32,539,900 △ 27,408,367 5,231,532 5,231,532

株主資本等変動計算書
令和６年４月　１日から
令和７年３月３１日まで

株主資本

純資産合計

資本金 株主資本合計



注 記 表 
（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで） 

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

棚卸資産の評価基準及び評価方法 

    貯蔵品  先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り

下げの方法により算定）を採用しております。 

（２）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 定額法によっています。 

② 無形固定資産 定額法によっています。なお、ソフトウェア（自社利用分）については、 

       社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法によっています。  

（３）引当金の計上基準 

賞与引当金は、従業員の賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当期の期間に属す

る金額を計上しています。 

退職給付引当金は、従業員退職金の支出に備えるため、自己都合退職による期末要支給

額を計上しています。 

特別修繕引当金は、鉄道車両の定期検査に備えるため、過年度の検査に要した費用等を

基礎に将来の検査費用の見込みを加味して計上しています。 

（４）収益及び費用の計上基準 

当社は、主に鉄道事業を営んでおり、旅客との運送に関わる契約に基づいて、旅客を運

送する履行義務を負っております。 

定期乗車券による収入は、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、期間に

応じて収益を認識しております。 

定期乗車券以外の収入は、運送完了時に履行義務が充足されると判断し、運送完了時点

で収益を認識しております。 

２ 会計上の見積りに関する注記 

（１）繰延税金資産 

繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって

見積っております。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受

ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌

事業年度の計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性がありま

す。なお、当期の計上はありません。 

（２）特別修繕引当金 

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌

事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。  

    特別修繕引当金 149,968 千円 

当該見積りは、将来実際に発生する検査費用の金額が見積りと異なった場合、翌事業年

度の計算書類において、特別修繕引当金の金額に重要な影響を与える可能性があります。 



３ 貸借対照表に関する注記 

（１）担保に供している資産及び担保に係る債務 

①担保に供している資産                               （うち、鉄道財団抵当） 

有形固定資産            4,384,208 千円   （4,384,208 千円） 

無形固定資産              17,316 千円     （17,316 千円） 

計                 4,401,524 千円   （4,401,524 千円） 

②担保に係る債務 

長期借入金              800,000 千円 

（２）有形固定資産の減価償却累計額     10,430,195 千円 

（３）固定資産の圧縮記帳累計額      15,393,922 千円 

（４）固定資産の減損損失累計額      40,204,264 千円 

４  株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度末における発行済株式の総数 普通株式  966,798 株 

５ 税効果会計に関する注記 

   税効果会計を適用しておりますが、回収可能性を勘案し、繰延税金資産は計上しておりま

せん。 

６ 金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金及び債券に限定しております。資金調達につ

いては名古屋市、株式会社三井住友銀行及び株式会社日本政策投資銀行からの借入により

資金を調達しております。 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

令和 7年 3月 31日において、「現金」は注記を省略しており、「預金」「未収運賃」「未

収金」「未払金」については短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから

注記を省略しており、貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について記載する事項は

ありません。 

「長期借入金」の貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。 

（単位:千円） 

（＊）負債に計上されているものについては、（  ）で示しております。 

①長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定

される利率で割り引いて算定する方法によっております。 

 貸借対照表計上額 

(＊) 

時価 

(＊) 
差額 

①長期借入金 (1,000,000) (962,831) (△37,168)



７ 関連当事者等との取引に関する注記 

（単位：千円） 

属 性 
会社等 

の名称 

議決権等 

の所有 

（被所有）

割合

関連当事者 

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

主要株主 

(会社等)
名古屋市 76.9％ 

取締役の兼任 

従業員の派遣

敬老パス・福祉特別乗車券

利用運賃（注１）（注２） 
204,812 未収運賃 39,587 

鉄道施設安全対策事業費補

助金（ホーム柵更新） 

（注３） 

200,965 未収金 200,965 

鉄道駅ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ等推進事業

費補助金（ﾄｲﾚﾘﾆｭｰｱﾙ及び案

内表示装置更新） 

（注３） 

35,467 未収金 35,467 

資金の借入（注４） － 長期借入金 200,000 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）運賃金額は、通常の運賃単価に基づいて決定しております。 

（注２）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

（注３）可動式ホーム柵更新、旅客用トイレのリニューアル及び改札上案内表示装置更新にかか

る費用の３分の１に相当する額の補助金を名古屋市より交付を受けています。 

（注４）資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

８ １株当たり情報に関する注記 

 １株当たり純資産額         5,411 円 19銭 

１株当たり当期純利益             484 円 14 銭 

９ 重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

（注）本計算書類中の記載金額は、特に記載がない場合には表示単位未満の端数を切り捨てて表

示しております。 


